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論文の概要：イノベーションを創出した組織がその価値を享受することは「イノベーショ

ンの専有」と呼ばれており、企業の事業経営にとって極めて重要な戦略課題である。この

点、特許制度が付与する独占排他権は、イノベーションの専有の有力な手段として期待さ

れている。しかし、化学製品・医薬品以外の産業分野においては、製品開発に必要不可欠

な特許である必須特許が多数存在するため、事実上、多数の企業に必須特許権が拡散し、

独占排他権の行使が困難な場合が多い。そのため、多くの企業の知財戦略においては、特

許の出願は独占排他権を行使するというよりも、他社からの侵害を排除するという防衛的

な意義が強調される傾向にあった。しかしながら、典型的な電子機器製品であるインクジ

ェットプリンタにおいては、技術開発に先行し、必須特許権を有する 3 社がイノベーショ

ンの価値を長期間にわたって享受している。本論文では、インクジェットプリンタの技術

開発経緯及び各社の知財戦略を詳細に分析した。分析の結果、これらの 3 社は、相互にク

ロスライセンスするか、あるいは特許権の実施を相互に黙認する一方で、3社以外の企業に

は実施許諾しないという知的財産戦略を実行したことが明らかになった。本論文は、この

ような知財戦略を「暗黙の知的財産同盟」と定義し、3社が暗黙の知的財産同盟により、イ

ノベーションの専有を実現できたことを示した。本論文では、更に、暗黙の知的財産同盟

の成立・継続を支えた主要な要因についても考察を行った。その要因とは、① クロスライ

センスを行う企業の特許権活用方針が類似する②必須特許を継続的に取得する③他社が必

須特許を取得することを抑止する④特許侵害品の生産を抑止することである。結論として、

高い技術開発力を有することが前提であるものの、暗黙の知的財産同盟のような卓越した

知財戦略を駆使することにより、化学製品・医薬品以外の産業分野おいても、イノベーシ

ョンの専有が成立しうることを示した。 
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